
土
地
や
家
屋
の
価
値
を

3
年
ご
と
に
適
正
に
評
価

　

固
定
資
産
税
は
、
総
務
大
臣
が

定
め
た
固
定
資
産
評
価
基
準
に
よ

る
「
評
価
額
」
を
基
に
計
算
さ
れ

ま
す
。
土
地
の
価
格
は
常
に
変
動

し
、
家
屋
は
経
過
年
数
に
よ
っ
て

価
値
が
変
わ
り
ま
す
。
土
地
や
家

屋
の
評
価
額
を
見
直
す
こ
と
を

「
評
価
替
え
」
と
い
い
ま
す
。

3
年
に
1
度
行
わ
れ
、
今
回
の

評
価
替
え
は
、
令
和
3
年
度
か
ら

3
年
間
の
土
地
や
家
屋
な
ど
の
価

格
の
変
動
に
対
応
す
る
た
め
の
も

の
で
す
。
ま
た
、市
街
化
区
域（
吉

井
地
域
は
条
例
に
定
め
る
区
域
）

に
土
地
や
家
屋
が
あ
る
人
に
か
か

る
都
市
計
画
税
も
、
同
様
に
見
直

し
ま
す
。

新
築
住
宅
の
減
額

　

居
住
部
分
の
床
面
積
な
ど
で
一

定
の
要
件
を
満
た
す
新
築
住
宅
は

次
の
期
間
、
固
定
資
産
税
が
2
分

の
1
に
減
額
さ
れ
ま
す
。

●
一
般
住
宅
＝
3
年
間
（
長
期
優

良
住
宅
の
場
合
は
5
年
間
）

●
3
階
建
て
以
上
の
中
高
層
耐
火

住
宅
＝
5
年
間
（
長
期
優
良
住
宅

の
場
合
は
7
年
間
）

　

減
額
期
間
が
終
了
す
る
と
、
固

定
資
産
税
は
本
来
の
税
額
に
戻
り

ま
す
。

固定資産税は、1月 1日時点で土地・家屋・償却資産を所有している人が、市に納
める税金です。3年ごとに税額の基準となる「評価額」は見直されます。令和6年度
の納税通知書は、4月 5日㈮に発送します。
問い合わせは、資産税課土地家屋担当（☎ 027-321-1220、1221）か、各支所税
務課へ。

「家屋」「家屋」の評価替え

①と②から算出した評価額が前年の額を上回る場
合は、前年と同額に据え置かれます。前年を下回
る場合は、その額が「課税標準額※」になります。
この課税標準額に税率をかけて税額を決定します
※税額を算出する基になる金額

家屋の評価額は、現時点で同じ家屋を建てる時
にかかると見込まれる額（再建築価格）を基準
に算出されます。再建築価格は、前回（令和3年
度）の額に物価の変動を反映して算出されます

経過年数によって減額された分を評価額に反映
させます
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家屋の評価1

経過年数の反映2

税額の決定3
固定資産税率

1.4%
都市計画税率

0.25%

納
税
通
知
書
を

4
月
5
日
㈮
に
発
送

　

固
定
資
産
税
は
、
1
年
分
を
4

回
に
分
け
て
納
め
ま
す
。
令
和
6

年
度
の
納
期
限
は
次
の
と
お
り
で

す
。
市
内
の
金
融
機
関
や
コ
ン
ビ

ニ
、
ペ
イ
ジ
ー
対
応
の
A
T
M
、

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
バ
ン
キ
ン
グ
、

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
な
ど
で
納

付
で
き
ま
す
。

●
第
1
期
＝
4
月
30
日
㈫

●
第
2
期
＝
7
月
31
日
㈬

●
第
3
期
＝
9
月
30
日
㈪

●
第
4
期
＝
12
月
25
日
㈬

　

納
付
は
、
振
込
手
数
料
が
無
料

で
納
め
忘
れ
の
な
い
口
座
振
替
を

ご
利
用
く
だ
さ
い
。申
し
込
み
は
、

納
税
通
知
書
と
通
帳
、
通
帳
の
届

出
印
を
持
っ
て
、
市
内
の
金
融
機

関
か
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
に
あ
る
口
座

振
替
依
頼
書
に
記
入
し
て
提
出
し

て
く
だ
さ
い
。

　

納
税
通
知
書
の
内
容
に
疑
問
が

あ
る
場
合
や
、
4
月
15
日
㈪
ま
で

に
納
税
通
知
書
が
届
か
な
い
場

合
は
、
資
産
税
課
管
理
償
却
資

産
担
当
（
☎
0
2
7
・
3
2
1
・

1
2
2
2
）
か
各
支
所
税
務
課
へ

問
い
合
わ
せ
て
く
だ
さ
い
。

令和6年度の固定資産税

固定資産税・都市計画税の固定資産税・都市計画税の
税額を見直します税額を見直します

今年は3年に1度の「評価替え」今年は3年に1度の「評価替え」

　いずれも、時間は午前 8時 30 分～午後 5時
15分（土・日曜日、祝日を除く）で、会場は市
役所 2階資産税課と各支所税務課です。持って
くる物は、運転免許証や健康保険証など本人確認
のできる物、委任を受けた人は委任状、賃借人は
契約書（課税台帳の閲覧のみ）です。
　問い合わせは、資産税課管理償却資産担当へ。
土地や家屋の評価額が記載された縦覧帳簿の縦覧
●期間＝ 4月 1日㈪～ 30 日㈫　●対象＝納税
者
固定資産の価格と税額を記載した課税台帳の閲覧
●期間＝ 4月 1日～来年 3月 31 日㈪　●対象
＝固定資産の所有者・同じ世帯の親族、納税管理
人、賃借人など　●手数料＝ 4月 1日～ 30 日
は無料、それ以降は1件300 円（5枚ごと）。賃
借人などは期間に関係なく有料

　住宅が建っている土地（住宅用地）には住宅用
地の特例が適用され、税額が減額されています（下
表参照）。住宅の取り壊しや、土地の用途変更を
すると、住宅用地の特例が適用されなくなる場合
があります。
　家屋の取り壊しや土地の用途変更をした場合
は、資産税課土地家屋担当か各支所税務課へ届け
出てください。

縦覧帳簿の縦覧と
課税台帳の閲覧 固定資産税の住宅特例

市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

課税標準額に税率をかけて税額を決定します

「土地」「土地」の評価替え

地価公示価格（国土交通省が毎年公表している
土地の価格）と、市が委託した不動産鑑定士の
評価などを基準にして算出されます

土地の評価1

住宅用地に対する特例などの調整措置を行い、
課税標準額を算出します

課税標準額の算出2

税額の決定3
固定資産税率

1.4%
都市計画税率

0.25%

区分 固定資産税 都市計画税

200㎡までの
住宅用地

評価額の
1/6の額

評価額の
1/3の額

200㎡を超える
住宅用地
（住宅の床面積の
10倍まで）

評価額の
1/3の額

評価額の
2/3の額

家屋の取り壊しや用途変更をした時は届け出を


